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■お問い合わせ先（全体）

農村振興局整備部設計課計画調整室 

計画企画班 鷹箸、三浦   （電話番号）03-6744-2201 



経緯 ：直ちに現地調査を行うことは困難であったが、農業共済組合には同地域

冠水地域で多数の被害申告があげられ、抜取調査（収量調査）が行われた。

これを受けて、被害の全体像把握と今後の事後対策に活用するため、抜

取調査データと玄米サンプルを活用して、冠水期間の長短と収量・品質の

関係など被害状況をとりまとめた。

水土里情報システムを活用した水稲の冠水被害の取りまとめについて紹介します

青森県農産園芸課、青森県農業共済組合

内容 ：令和４年８月３日からの大雨で河川等が氾濫した一部市・町では、広範囲

に長期間の冠水が発生し、水稲の減収や品質低下の影響が懸念された。

そこで、県農産園芸課では、農業共済組合に被害申請された冠水地域の

３８地点の抜取（実測）調査データと玄米サンプルを提供してもらい、大雨に

よる冠水被害の影響をとりまとめた。

※ 冠水とは、水稲が穂先まで完全に水に浸かった状態にあること。

＜調査項目及び担当者＞

出穂期、冠水日数：農家からの聞き取り申告

収量：共済組合の実測

品質：農産園芸課が農林総合研究所の穀粒判定機で調査

検査等級：JA指導員による格付け

作図：本会が運営管理する「水土里情報システム」を使用

取組概要

今回紹介する団体：
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県農産園芸課では、今回の被害状況把握と今後冠水被害があった場合の事
後対策指導資料とする。農業共済組合では、今後の損害評価講習の資料とする。

今後の活用予定

取組による効果

■お問い合せ先

青森県土地改良事業団体連合会管理指導部水土里情報支援G 017-723-2406（直通）

冠水日数、収量、品質のそれぞれについて分析するため、約１５項目の調査内容

を属性化し、水土里情報システム上で属性を整理したところ、下記のような傾向に
ついて可視化された。

・氾濫か所に近いほど冠水日数が長い
・冠水日数が長いほど収量が低下し、出穂前の方が出穂後より影響が大きい
・冠水日数が長いほど品質が低下
・冠水は収量よりも品質に大きく影響

水土里情報システム（クラウド版 「GISAp Web」ベース）

ＧＩＳシステムのバージョン情報
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水土里情報システムにおける施設管理について紹介します

愛知県土地改良事業団体連合会

内容：

愛知県内の土地改良区が所有・管理する農業水利施設について、「農業水路等
長寿命化・防災減災事業」の「施設情報整備・共有化対策」を用いて地理情報シス
テム化並びに既存データの更新を実施。

併せて、その属性情報を活用することで、維持管理計画書の施設台帳及び資産
評価の台帳を更新することができるシステム（Excel形式）を作成。この更新システ
ムは、水土里情報システムからＣＳＶファイルとして出力された農業水利施設の属
性情報を取込むことで、各種施設台帳の作成や集計を容易に行うことができる。

経緯：

愛知県内の土地改良区が管理する農業水利施設の情報については、一部の施
設のみが電子化されており、現在でも紙媒体等で施設の管理を行っている土地改
良区も少なくない。また、施設情報が電子化されていても更新が行われておらず、
各施設の情報が最新となっていない状況も見受けられた。

このような状況から、漏水事故、維持管理計画書の変更等で農業水利施設の現
況を把握する必要が生じた際には、再度各施設の情報を整理し取りまとめる作業
が必要となり、時間的にも金銭的にも負担が生じる状況となっている。

また、平成３０年の土地改良法の改正に伴い、土地改良区において貸借対照表
の作成が義務付けられたため、各施設の資産に係る情報を整理すること（資産評
価）も求められている。

これらの状況を踏まえて、農業水利施設の情報を最新に保つために地理情報シ
ステム化並びに既存データの更新を実施。

取組概要

今回紹介する団体：

水土里情報システムにおけるデータ整理 3



市町村及び愛知県が管理・更新する農業水利施設についても、地理情報シス
テム化を推進する。

常に最新の情報になるよう更新方法等を検討する。

今後の活用予定

取組による効果

■お問い合せ先

愛知県土地改良事業団体連合会 事業部地域保全課 052-551-3618（直通）

水土里情報システムで農業水利施設の情報管理を行うことで、組織内での情
報の共有が出来る。

情報を最新に保つことで、農業水利施設の現況把握に要する時間の省力化
及び施設情報の管理集計、帳票化が容易になる。

GISエンジン：GISApWeb（水土里情報システム）

ＧＩＳシステムのバージョン情報

水土里情報システム
から出力した
CSVファイル

帳票化、集計の流れ
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「施設情報整備・共有化対策」の取り組み

水土里ネット徳島

取組概要

今回紹介する団体：

内容：
「農業水路等長寿命化・防災減災事業」で新たに拡充された「施設情報整備・

共有化対策」を活用して「資産評価データ整備事業」で整備された土地改良施

設図及び「水土里情報利活用促進事業」で整備を行った農地筆の地図情報を

整備し、地図情報の利活用が可能なパソコンを有している土地改良区に無料

の地理情報システム（QGIS）と併せて提供することで、地図情報のシステム化・

共有化を図る。

経緯：
① 本地図情報はインターネットに接続されたパソコンが動作条件となってお

り、令和3年度に県内全ての土地改良区（121土地改良区）にアンケートを実施

し、事務所の有無・パソコンの利用状況を確認。

② 令和4年度に希望する土地改良区に出向き、水土里情報データの利活用
方針・要望事項等を聞き取るとともにQGISのインストール・設定および操作説明
・マニュアルの配布を行う。

取組による効果

水土里情報データを利用するためには、「徳島県水土里情報利活用促進協議

会」への加入が必須条件であるが、令和3年度末（令和4年3月31日）時点の土地

改良区の加入状況は16団体と低迷していた。

ほとんどの土地改良区は、施設台帳や図面等の管理資料の大半が紙ベース

で、土地改良施設の管理や確認作業に多大な労力と時間を費やしているのが

実情であり、この度の資産評価データ等を地理情報システム（QGIS）で管理する

ことにより、事務の簡素化及び土地改良施設の維持管理の省力化に繋がること

から令和4年度は新たに19土地改良区が「徳島県水土里情報利活用促進協議

会」に加入した。

令和5年度も10以上の土地改良区から地図情報利用の要望があるため、協議

会への新規加入が見込める。
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徳島県土地改良事業団体連合会 換地支援課 （088-626-3936）

■お問い合せ先

ＧＩＳシステムのバージョン情報

今後の活用予定

県・市町村・土地改良区が資産評価データを共有化することにより、有事の対応

のみならず、土地改良施設の長寿命化にも寄与できる。

既に「徳島県水土里情報利活用促進協議会」の会員である県及び市町村には、
地理情報システム（QGIS）を配布していることから、今後は土地改良区を含めた各
団体同士のデータ連携等を行う。

QGIS Ver3.28

施設情報（QGIS）

配布マニュアル オンラインマニュアル

6




